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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、潜在能力アプローチを福祉・交通などに臨床的に応用することにある。そ
の基本的アイディアは、測定に不可避的にともなう規範的評価の問題を、社会的選択手続きに課す諸条件として明示化
することにある。ただし、ここでいう規範的評価とは、通常、技術的問題として考えられている測定プロセスの背後に
ある暗黙の基準や前提を指す。「測定」の要点は、すべての個人に基本的福祉を保障する観点から、資源分配政策を順
序づけること、そのために、一定の困難を共有する当事者たちの評価を集計しながら、個々人の潜在能力を序数的・部
分的に比較することにある。個人間比較可能性を要請する範囲の解明が熟議的調査の要点とされた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this project is to examine a possibility to construct a social 
choice rule which associates a social evaluation on alternative social policies to each profile of 
individuals’ information, whose goal is to secure “basic capability for all”. The domain of social 
choice rule consists of individual capability appraisals, group capability appraisals and group 
evaluations. Several assumptions such that the least advantaged can be identified within a group but not 
trans-groups and that group evaluations which focus on the least advantaged have priority to the Pareto 
principle are introduced. In applying this model to practical contexts, this paper adopts the 
“deliberative research”, in which persons with and without disabilities together deliberate in 
determining hypothetical criteria and conceptions using sufficient information.

研究分野： 経済哲学

キーワード： 社会的選択ルール
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１．研究開始当初の背景 
 
福祉の経済学の確立に向けて、アマルティ

ア・センは「潜在能力（capability）」アプ
ローチを提唱した（Sen,1985）。そのエッセ
ンスは、所得や富でもなく効用でもなく潜在
能力を個人の指標として採用する点にある。 
研究代表者はこれまで、潜在能力アプロー

チの数理的定式化を試みたうえで、生活保護
調査の文脈などにおいてその適用を図った。
さらに、それを社会的選択理論と接続させる
試み、すなわち、潜在能力の「測定」を、当
事者の評価にもとづく社会的選択手続きに
依拠させるモデルを提示した（後藤、2008; 
Gotoh=Dumouchel, 2009)。 
これらの研究は、潜在能力アプローチの方

法的枠組みを解明するうえで有用だった。す
なわち、潜在能力アプローチは、効用アプロ
ーチが所与とする「連続性」、「単調性」、「完
備性」などの技術的仮定、ならびに「私的効
用最大化」、「個人別衡平性」、「内的整合性」
といった規範的前提を改変させるものであ
ること、裏返せば、それらを改変しないかぎ
り、潜在能力アプローチは再度、効用アプロ
ーチに回収されてしまうことを明らかにし
た（セン＝後藤、2008）。 
ただし、この潜在能力アプローチを医療や

障害などの問題に適用するためにはいくつ
か方法的な問題が残されている。例えば、潜
在能力を構成する機能リスト選定の背後に
は、①社会は人々にどのような行いや在りよ
うを保障すべきか、それらの相互連関や構造
をどうとらえるかという問題がある。また、
各機能を測定する尺度を定める背後には、②
諸機能間の質的相違を量的関係にどう置き
換えるかという問題がある。加えて、資源投
入の効果を測る際には、③ある機能の変化が
別の機能の変化を引き起こすダイナミズム
をどう扱うかという問題もある。また、「潜
在能力」をとらえるためには、④多次元指標
から構成される機能ベクトルをどう評価す
るか、⑤本人の選択によって達成可能となる
機能ベクトルをどう捕捉するか、⑥達成可能
なベクトルの集合である潜在能力をどう測
定するかといった問いに答える必要がある。
これらは規範的評価抜きには論じられない。 
上述した後藤（2008）、Gotoh=Dumouchel 

(2009）は、理論的研究をもとに仮説的フレ
ームワークを構想するにとどまった。本研究
の課題は、社会的支援を必要とする当事者グ
ループとの対話型事例調査をもとに、このフ
レームワークを実用化することにある。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、対話型事例調査を通じて、

潜在能力アプローチを臨床的に適用する具
体的なプログラムを設計することにある。よ
り具体的には、「目的地に移動する」ことに
関する当事者たちの潜在能力を実際に調査
測定しながら、調査のプロセスを方法的に跡

づけることによって、潜在能力の測定方法を
プログラム化することにある。 
問題関心を簡単に記そう。潜在能力アプロ

ーチは、一方で、K.ランカスターらの消費者
理 論 に 源 流 を も つ （ Sen, 1985, 
Lancaster,1966）。すなわち、それは、個人
が一定の機会集合（潜在能力）からある財ベ
クトル（機能ベクトル）を選択し、他を選択
しないメカニズムを解明するとともに、個々
人が選択可能な機会集合それ自体に視点を
あて、異なる資源分配方法が及ぼす帰結的な
影響を測定する。他方でそれは、個人の自由
や合理性、機会や能力、必要や衡平性などの
政治哲学的概念を福祉の観点から再定義す
るものである。 
この潜在能力アプローチを臨床的な場面

で実用できるようにすることは、現に用いら
れているさまざまな福祉の指標を、真に個人
の置かれた状態の多様性を反映した指標へ
と改善することに役立つに違いない。 
潜在能力アプローチを臨床的に応用する

にあたって本研究が依拠する基本的アイデ
ィアは、測定に不可避的にともなう規範的評
価の問題を、社会的選択手続きに課す諸条件
としてプログラム化することにある。ただし、
ここでいう規範的評価とは、通常、技術的問
題として考えられている測定プロセスの背
後にある暗黙の基準や前提を指す。 
「測定」の要点は、社会的支援の代替的な

方法（資源分配政策）を順序づけることにあ
る。そこでは潜在能力が個人内でも個人間で
も基数的・完備的に完全に比較されることは
要求されない。比較可能な序数的順序が部分
的につけられることのみが要請される。いか
なる比較可能性をどこまで要請すべきかを
解明することがここでの課題とされる。 
福祉や医療の分野では、完全な治癒ではな

く、現状からの改善を目標とせざるをえない
ことが、例外というよりは常である。しかも
ひとの生は実に多元的な軸から構成される。
そうだとしたら、「福祉の経済学」の主題は、
当事者たちの評価にもとづきながらよりリ
ーズナブルな社会的評価を形成していくプ
ロセスにおかれるはずである。潜在能力アプ
ローチを実用化しようという本研究の試み
は、このような「福祉の経済学」づくりに向
かう一歩でもある。 
 
３．研究の方法 
本研究の柱は、社会的選択理論をもとに仮

設的に構想された潜在能力の評価のモデル
（後藤、2008)の臨床的適用を通じて、潜在
能力測定プログラムを画定すること、具体的
には、社会的支援を必要とする当事者グルー
プ（視覚障害者）に対する対話型事例調査を
通じて、モデルの性能を確認し、必要に応じ
て修正を図ることにある。 
ただし、ここでいう対話型事例調査とは調

査者を産婆役とし、被調査者同士の対話を促
しながら、精査された情報を画定していく手



法を指す。情報の要は、異なる社会的支援の
もとで実現可能となる潜在能力のグループ
内個人間比較にある。その目的は、センのい
う「公共的推論」を模擬実践すること、一定
の社会的選択手続きのもとで潜在能力測定
の基礎となる個々人の評価を、互いの境遇に
関する十分な情報と討議のもとで社会的評
価に反映させることにある。 
具体的には次の方法で進めた。 

(1)「機能」の測定：「目的地への移動」機能
を構成する要因の階層化、機能連鎖のダイナ
ミズム、合理化された評価体系を捕捉する。 
①AND-OR Gate Method：ある機能の実現を妨
げる（or ある機能の実現を可能とした）理由
が列挙された要因すべての欠知（or どれかの
充足）によるものなのか、いずれかの欠如（or
すべての充足）によるものなのかを分類しな
がら、諸要因を階層化・構造化する。 
②Factor Dynamic Analysis：抽出された要
因を「社会的に移転可能な資源」と「本人の
（資源）利用関数」に分け、資源の利用によ
って達成可能となる機能と利用関数との関
係を上位機能と下位機能の関係としてとら
え直したうえで、「目的地への移動」機能に
至る諸機能連鎖のダイナミズムを分析する。 
③Rationalized Value System：達成可能で
あったはずの他の諸機能との代替性・補完性
を推測しながら、ある機能（連鎖）を達成す
るに至った本人の「合理化された評価体系」
を推定する。 
 
(2）潜在能力の測定 
①本人が自己の利用関数の使い方を変えさ
えすれば達成可能となる「目的地への移動」
機能水準を測定する。 
②本人が利用できる資源の振分け方（個人内
配分）を変えさえすれば達成可能となる「目
的地への移動」機能水準を測定する。 
③社会的支援（それに伴う本人の利用可能な
資源の変化）による潜在能力の変化をタイプ
別に推定する。 
④現在の潜在能力と新たな社会的支援のも
とで実現可能となる潜在能力との比較をも
とに、（1）で推定した「合理化された評価体
系」の理由を解明する。 
 
(3）「当事者グループ評価」の形成調査 
想定しうる社会的支援の候補をあらかじ

めリスト化したうえで、 
①現代日本の社会・経済・技術環境のもとで、
「目的地への移動」に関して社会的に保障す
べき「基本的潜在能力」、ならびに各グルー
プ内で「最も不遇な人々」を想定する。 
②社会的支援の各候補について、a それぞれ
のもとで想定される「最も不遇な人々」の潜
在能力が「基木的潜在能力」を下回らないか
どうかを調べる。b「基本的潜在能力」を下
回る社会的支援同士については、それぞれの
もとで実現すると想定される潜在能力を序
数的に順序づける。 

③次の 3つの条件（後藤、2008）のもとで社
会的支援の候補を序数的に順序づける。 
a「基本的潜在能力」条件、b「リフレイン（差
し控え）」条件、c「制限付単調性」条件であ
る。b は「基本的潜在能力」を下回らない潜
在能力をもたらす社会的支援候補間の比較
については、評価を控えることを、c は基本
的潜在能力を下回る場合のみ、単調性基準を
適用することを要請する。 
 
４．研究成果 
得られた結果は 3つある。第一は、複数の

不利性グループの分権的意思決定とパレー
ト条件を尊重しつつ、すべての個人の基本的
潜在能力の保障を目的とする非完備的かつ
推移的な社会的集計ルールを定式化したこ
と。第二は、地域公共交通の設計に適用可能
な潜在能力アプローチの操作的定式化をな
したこと。特に、視覚障害者に対する熟議的
調査を通じて、現代日本社会に在る視覚障害
者の交通潜在能力保障政策の設計方法を明
らかにしたこと。第三は、メイン機能とサブ
機能という概念をもとに個人の潜在能力の
複層的構造を捉えたこと。また、潜在能力の
評価を生産関数と主観的選好の両方で捉え
る枠組みを考案したこと。 
第一の課題における「熟議的調査」は、平

成 24 年 7 月に実施された。それにもとづく
「視覚障害者の交通潜在能力」の定式化は、
ジャカルタで開催された HDCA 学会において
報告され、その後「生命倫理学会」などで報
告され、現在、海外学術雑誌への投稿に向け
て改訂中である。第二の課題については、海
外学会報告を経て英語学術論文に結実し、現
在、投稿準備最終段階にある。本論文は、社
会的政策評価の形成にあたって、潜在能力概
念などの多次元指標を用い、人々の個人的評
価判断を非対称的に集計するためには、伝統
的なアロー型社会的選択モデルをどのよう
に改変する必要があるかを探究する。不利性
グループ優先性基準と潜在能力基底的パレ
ート基準との両立を可能とするために必要
な個人間比較のレベルを探るという意味で
も興味深い結果が出された。2 つの課題につ
らぬく問題関心は、潜在能力の測定問題を、
社会的選択問題におきかえて、人々の合意に
もとづく決定事項と見なす点にある。 
以上の研究を通じて、潜在能力アプローチ

を社会制度・システム設計の経済学的ツール
の１つとして活用する道が示唆された。 
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